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道内景気は東日本大震災以降、観光客の大幅な減少や個人消費の低迷により低調に推移し

ているが、持ち直しの動きもみられる。需要面をみると、住宅投資は持ち直している。輸出

はアジアやアメリカ向けが減少している。公共投資は、国や地方公共団体の予算の制約によ

り減少している。

生産活動は、代替生産が概ね一巡し横ばい圏内で推移している。雇用情勢は、有効求人倍

率、新規求人数ともに改善している。企業倒産は、件数は前年を下回ったが、負債総額は大

型倒産の発生により増加している。
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道内経済の動き

①個人消費～弱い動き

６月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲２．６％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲４．１％）は、主力の衣料

品のほかすべての品目が前年を下回った。

スーパー（同▲２．２％）は、主力の飲食料品

のほかすべての品目が前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比＋４．８％）

は７ヶ月連続で前年を上回った。

②住宅投資～３ヶ月連続の増加

６月の新設住宅着工戸数は、３，３０９戸（前

年比＋１１．０％）と３ヶ月連続して前年を上回

った。利用関係別では、持家（同＋９．８％）、

貸家（同＋１３．９％）、分譲（同＋２２．０％）い

ずれも前年を上回った。

平成２３年上期（１～６月）では、１４，６４０戸

（前年同期比＋１３．４％）と前年を上回って推

移している。利用関係別では、貸家（同

▲２．７％）は前年を下回ったが、持家（同

＋１４．８％）、分譲（同＋１０９．３％）は前年を上

回った。

― １ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年９月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１８２／本文　※柱に注意！／００１～００３　道内経済の動き  2011.08.19 17.20.05  Page 



6543211/112111098710/6

 出荷指数 在庫指数 生産指数  

％ 

-15

-5

-10

0

5

10

15

20

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

%億円 

請負金額 前年同月比（右目盛） 

6543211/112111098710/6
-60

-40

-20

0

20

40

60

80

100

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証�）

有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 
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③鉱工業生産～生産は４ヶ月連続の低下

６月の鉱工業生産指数は、前月比は

＋６．５％と２ヶ月ぶりに上昇したが、前年比

は▲０．６％と４ヶ月連続して低下した。

業種別では、前年に比べパルプ・紙・紙加

工品工業や金属製品工業、鉄鋼業などが上昇

し、電気機械工業や印刷業、化学工業などは

低下した。

④公共投資～２ヶ月ぶりに減少

６月の公共工事請負金額は、７５０億円（前

年比▲４．６％）と２ヶ月ぶりに前年を下回っ

た。

発注者別では、道（前年比＋３．２％）は前

年を上回ったが、国（同▲２６．２％）、市町村

（同▲５．８％）は前年を下回った。

平成２３年上期（１～６月）では、請負金額

４，２９６億円（前年同期比＋５．４％）と前年を上

回っている。

⑤雇用情勢～持ち直している

６月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．４０倍となり、前月比では０．０２ポイント、

前年比では０．０３ポイントそれぞれ上昇した。

前年比は１７ヶ月連続の上昇となった。新規求

人数は、前年比８．１％の増加となり１７ヶ月連

続して前年を上回った。業種別では、卸小売

業 （ 前 年 比 ＋１９．２％ ） や 製 造 業 （ 同

＋２５．６％）、宿泊業、飲食サービス業（同

＋１９．１％）などが増加した。

― ２ ―
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⑥来道客数～１１ヶ月連続で前年を下回る

６月の来道客数は、８４７千人（前年比

▲１６．２％）と１１ヶ月連続で前年を下回った。

東日本大震災により、道外や海外からの観光

客が大幅に減少したが、マイナス幅は縮小傾

向にある。

平成２３年上期（１～６月）では、４，４０４千

人（前年同期比▲１５．５％）と前年を下回っ

た。

⑦貿易動向～輸出は４ヶ月ぶりに減少

６月の道内貿易額は、輸出が前年比１８．３％

減の２３７億円、輸入が同３．２％増の１，００２億円

となった。

輸出は、鉄鋼や船舶、石油製品などが増加

したが、一般機械や自動車の部分品、魚介類

及び同調製品などが減少して４ヶ月ぶりに前

年を下回った。

輸入は、原油・粗油が７ヶ月ぶりに減少し

たが、魚介類及び同調製品や石炭、とうもろ

こしなどが増加して１８ヶ月連続で前年を上回

った。

⑧倒産動向～件数は７ヶ月ぶりに減少

７月の企業倒産は、件数は３４件（前年比

▲１２．８％ ）、 負 債 総 額 は１５０億 円 （ 同

＋５４．４％）となった。件数は７ヶ月ぶりに前

年を下回り、負債総額は２ヶ月連続で前年を

上回った。

業種別では、建設業９件、製造業６件、卸

売業５件などとなった。

― ３ ―
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景況感は３年ぶりに後退
道内景気の現状と先行きについて

特別調査

１．道内景気の現状判断

前年同時期に比べ、景気判断DI（△５８）

は３７ポイントの低下となった。素材価格

の上昇や東日本大震災の発生などによ

り、景況感は３年ぶりに後退した。

２．道内景気の回復時期

道内景気が回復する時期は、「今年

中」とみる企業（２５％）は２割台半ばに

とどまった。「来年中」（４２％）、「再来年

以降」（３３％）とみる企業があわせて７割

台半ばとなり、景気の先行き見通しには

慎重感が強い。

３．懸念材料と対応策（複数回答）

景気先行きの懸念材料は「国内景気の

動向」（６８％）、「個人消費の動向」、「原発

事故の影響」（ともに６３％）の順となっ

た。経営上の対応策としては、「経費削

減」（７９％）を挙げる企業が突出した。

４．雇用の現状と方針

雇用人員判断DI（プラス６、「過剰企

業」－「不足企業」）は前年同水準とな

った。また、雇用方針DIはマイナス２

（「増員する企業」－「減員する企業」）

となり、やや人員抑制基調にある。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。

調査内容
道内景気の現状と先行きについて

判断時点
平成２３年７月上旬

本文中の略称
景気判断DI
「回復しているとした企業の割合」－「悪化し
ているとした企業の割合」
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「従業員を増員する企業の割合」－「従業員を
減員する企業の割合」

地域別回答企業社数

釧路・十勝・根室・網走の各地域１３．９６５道 東
上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部１４．２６６道 北
渡島・檜山の各地域７．９３７道 南

道央は札幌市を除く石狩、後志、
胆振、日高の各地域、空知地域南部２２．１１０３道 央

４１．９１９５札幌市
１００．０％４６６全 道

地 域構成比企業数

業種別回答状況

６１．３５７９３その他の非製造業
７５．０２１２８ホ テ ル ・ 旅 館 業
６７．３３５５２運 輸 業
６７．３７０１０４小 売 業
６９．７６２８９卸 売 業
７２．０１０３１４３建 設 業
６８．４３４８５０９非 製 造 業
５８．１２５４３そ の 他 の 製 造 業
７８．３３６４６鉄鋼・金属製品・機械
７８．６２２２８木 材 ・ 木 製 品
６３．６３５５５食 料 品
６８．６１１８１７２製 造 業
６８．４％４６６６８１全 産 業
回答率回答企業社数調査企業社数

調 査 要 項
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1

「来年中」および「再来年中」とみる企業があわせて７割台半ば�回復時期

「悪化している」とみる企業（６０％）が６割。DI（△５８）は前年より３７ポイント低下�現状判断

要 点

道内景気の現状と先行きについて

△１５△１５△１１△１７△１８△４４△２４△７△５△１２△１５△１１△２１前年同時期 景気判断DI

△５７△５７△６６△６２△６８△５０△５９△７２△５４△５０△４８△５５△５８景気判断DI�－�

（１１）（２８）（２６）（９）（１９）（１２）（１５）（１６）（８）（９）（１４）（１２）（１４）（急速に悪化）

（５０）（２９）（４０）（５６）（４９）（４０）（４６）（５６）（４９）（４１）（３７）（４５）（４６）（緩やかに悪化）

６１５７６６６５６８５２６１７２５７５０５１５７６０�悪化している

３５４３３４３２３２４６３７２８４０５０４６４１３８�横ばい状態

（４）（－）（－）（３）（－）（２）（２）（－）（３）（－）（３）（２）（２）（緩やかに回復）

（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（急速に回復）

４－－３－２２－３－３２２�回復している

その他の
非製造業

ホテル
・旅館運輸業小売業卸売業建設業非製造業その他の

製造業

鉄鋼・金
属製品・
機械

木材・
木製品食料品製造業全産業（項 目）

〈図表１〉道内景気の現状
（単位：％）

〈図表２〉景気判断DIの推移

特別調査
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※は前年調査項目なし

食料品製造業（７４％）で２４ポイント上昇するなど、製造業（５５％）でウエイト高まる＋４�原油価格の動向（４９％）
製造業は全業種で低下。建設業（７７％）では第１位△５�公共投資の動向（５４％）
全業種で５割を超える。特にホテル・旅館業（７６％）で高率－�原発事故の影響（６３％）※
食料品製造業（７７％）、小売業（７５％）などで第１位＋４�個人消費の動向（６３％）
全業種でウエイト大。運輸業（８０％）、食料品製造業（７４％）で高率＋２�国内景気の動向（６８％）

要 点前年比（項 目）

〈図表４〉景気先行きの懸念材料（上位５項目）の要点

景気先行きの懸念材料

〈図表５〉景気先行きの懸念材料 推移（上位５項目）

４１１４３４３０３１４５３６２５１８２５３４２５３３�平成２５年１月以降
（－）（－）（－）（２）（－）（４）（２）（４）（－）（－）（－）（１）（１）（１０～１２月）

（８）（２４）（１０）（８）（１７）（７）（１０）（－）（１２）（－）（１２）（７）（１０）（７～９月）

（２９）（１９）（２２）（２８）（２６）（１５）（２３）（４２）（３５）（２５）（９）（２７）（２４）（４～６月）

（６）（９）（３）（６）（４）（１０）（６）（１２）（９）（５）（３）（７）（７）（１～３月）

４３５２３５４４４７３６４１５８５６３０２４４２４２�平成２４年
（６）（２４）（２２）（２１）（２０）（１３）（１６）（１３）（２３）（４０）（２７）（２５）（１８）（１０～１２月）

（６）（１０）（９）（２）（２）（４）（５）（４）（－）（５）（１２）（６）（５）（７～９月）

（４）（－）（－）（３）（－）（２）（２）（－）（３）（－）（３）（２）（２）（６月以前）

１６３４３１２６２２１９２３１７２６４５４２３３２５	平成２３年

その他の
非製造業

ホテル
・旅館運輸業小売業卸売業建設業非製造業その他の

製造業

鉄鋼・金
属製品・
機械

木材・
木製品食料品製造業全産業（項 目）

〈図表３〉道内景気の回復時期
（単位：％）
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○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年同時期調査、※は前年調査項目なし

６５－４２１０５
（１２）

１６１１－６９６
（１１）

�金利の動向

７１０３７１５１２１０
（２０）

１２８９９９１０
（２０）

�アメリカ経済の動向

９１０－１０５１３９
（１７）

１６８１４１４１３１０
（１６）

�株価の動向

６１０６１６１８１２１２
（１１）

２４１１１４３１２０１４
（１３）

�為替の動向

１５５１１１７１６１５１５
（２５）

２０１４１８１７１７１５
（２７）

�中国経済の動向

１５１９２３１２２３１２１６２４１４９２９２０１７�TPP（環太平洋経済
連携協定）の動向※

１５２４１４９２１２１１７
（２０）

１６２５１８２３２１１８
（２０）

�金融機関の融資姿勢

７１０１４７１８３３１８
（２６）

２０３９９９２０１８
（２５）

	設備投資の動向

１５１０１４２５１８２０１９
（１６）

４０８１４３１２３２０
（１５）


物価の動向

１９
（３８）

２４
（２６）

１４
（２５）

１７
（２６）

２６
（３７）

２６
（３６）

２２
（３３）

２４
（２９）

１４
（２１）

２７
（２２）

１１
（３８）

１８
（２８）

２１
（３１）

�政局の動向

７
（２７）

５
（１１）

１１
（１９）

１９
（２９）

２３
（２８）

３１
（３２）

２０
（２７）

２４
（２５）

２２
（２４）

①
７７
（７０）

－
（５）

２６
（２６）

２２
（２７）

�住宅投資の動向

２８
（３９）

１４
（４７）

１４
（１７）

２５
（３４）

２１
（３２）

１８
（１７）

２１
（２８）

４０
（３２）

１７
（２７）

４１
（２６）

２９
（３８）

３０
（３１）

２３
（２９）


雇用の動向

２４
（３２）

４３
（６３）

１７
（２８）

２３
（４０）

３０
（３８）

３２
（４２）

２８
（３９）

２４
（３９）

１４
（２１）

９
（３０）

４０
（４８）

２３
（３５）

２７
（３８）

�低価格化の強まり

４６
（４３）

３８
（５３）

①
８０
（７５）

４８
（４９）

４４
（４２）

３９
（３９）

⑤
４７
（４７）

②
６８
（３９）

４４
（３２）

２７
（３９）

②
７４
（５０）

④
５５
（４０）

⑤
４９
（４５）

�原油価格の動向

４６
（６６）

１９
（４２）

５４
（６１）

４４
（４２）

５１
（５３）

①
７７
（７７）

④
５５
（６０）

５２
（５７）

②
６９
（７９）

５９
（６１）

２３
（３３）

⑤
５０
（５７）

④
５４
（５９）

�公共投資の動向

②
６５

①
７６５４

③
５９

③
６１

③
６５

②
６３

②
６８

③
５０

②
６８

④
６９

③
６３

②
６３�原発事故の影響※

③
５０
（６４）

①
７６
（６８）

③
５７
（６４）

①
７５
（８５）

①
６７
（６５）

５５
（３８）

③
６２
（６０）

①
８８
（６１）

３６
（３５）

③
６４
（３０）

①
７７
（８３）

②
６４
（５５）

②
６３
（５９）

�個人消費の動向

①
６９
（６４）

③
６２
（６８）

①
８０
（６７）

②
６２
（５４）

①
６７
（６７）

②
６９
（７４）

①
６８
（６６）

②
６８
（６４）

①
７２
（６５）

５５
（４８）

②
７４
（７３）

①
６９
（６４）

①
６８
（６６）

�国内景気の動向

その他の
非製造業

ホテル
・旅館運輸業小売業卸売業建設業非製造業その他の

製造業

鉄鋼・金
属製品・
機械

木材・
木製品食料品製造業全産業（項 目）

〈図表６〉景気先行きの懸念材料（複数回答）
（単位：％）
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３

〈図表８〉経営上の対応策

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年同時期調査

２
（６）

－
（－）

３
（３）

２
（９）

２
（－）

１
（１）

２
（３）

８
（－）

６
（３）

５
（－）

－
（－）

４
（１）

２
（３）

�その他

４
（－）

１０
（－）

－
（－）

２
（－）

７
（５）

４
（１）

４
（１）

－
（－）

３
（－）

－
（４）

３
（５）

２
（２）

３
（２）

�特に対応策をとっていな
い

６
（９）

１０
（５）

３
（１１）

３
（２）

３
（３）

９
（１３）

６
（８）

２０
（１４）

６
（６）

－
（２２）

９
（３）

９
（１０）

６
（８）

�生産・営業体制の縮小

９
（１５）

－
（－）

６
（８）

６
（６）

７
（９）

１１
（９）

８
（９）

４
（７）

６
（６）

１０
（－）

９
（１５）

７
（８）

８
（８）

�人員増強

１１
（１６）

５
（１１）

９
（８）

９
（１１）

８
（１２）

７
（３）

８
（９）

４
（１０）

１１
（２１）

１０
（４）

１７
（１８）

１１
（１４）

９
（１１）

�設備投資の実施

２０
（１８）

－
（－）

１８
（２２）

７
（６）

８
（１２）

１７
（１２）

１３
（１２）

１６
（１７）

９
（９）

１４
（４）

９
（１０）

１１
（１０）

１３
（１２）

�他社との連携

②
３２
（２４）

１０
（１１）

３
（８）

１６
（１２）

１１
（１２）

１２
（１１）

１５
（１３）

２０
（２１）

１７
（１５）

５
（１７）

３
（１３）

１１
（１５）

１４
（１４）

�新規事業への参入

１９
（１１）

③
３０
（２１）

３
（１６）

１３
（１１）

１３
（１２）

１５
（２３）

１５
（１６）

２０
（２８）

③
２０
（２１）

２４
（２２）

３
（３）

１６
（１７）

１５
（１６）

	人員削減

２０
（１５）

１０
（２６）

②
３２
（２２）

２１
（２６）

１９
（１９）

１５
（１０）

１９
（１７）

２０
（２１）

９
（９）

１９
（１７）

９
（２５）

１３
（１９）

１８
（１８）


不採算部門の縮小・廃止

１７
（１１）

②
３５
（３２）

２１
（４１）

１５
（１７）

１３
（２０）

２２
（１７）

１９
（２０）

②
２８
（１０）

１７
（２１）

２４
（１７）

１７
（１３）

２１
（１６）

⑤
１９
（１９）

�設備投資の抑制・先送り

１７
（２２）

③
３０
（２６）

２１
（２４）

③
２４
（１５）

２１
（１５）

③
２８
（３１）

③
２３
（２３）

④
２４
（１７）

１７
（２７）

③
２９
（２２）

２３
（１０）

２２
（１９）

③
２３
（２２）

�賃金抑制

③
２８
（３６）

－
（１１）

２４
（２７）

１５
（２０）

③
２４
（２０）

②
２９
（２７）

③
２３
（２５）

２０
（２１）

１１
（３６）

②
３３
（２２）

②
３４
（３８）

③
２４
（３０）

③
２３
（２７）


生産・営業体制の拡大

２２
（２６）

③
３０
（４７）

③
２７
（１１）

②
４１
（４３）

②
４５
（４９）

２７
（３６）

②
３２
（３６）

②
２８
（４１）

②
２６
（１８）

２４
（３０）

③
３１
（２５）

②
２８
（２７）

②
３１
（３４）

�仕入・販売先の見直し

①
８２
（８０）

①
９０
（９５）

①
９１
（７３）

①
７８
（７４）

①
７３
（７８）

①
７７
（７８）

①
７９
（７８）

①
６８
（７６）

①
７７
（７９）

①
７１
（６５）

①
８３
（６５）

①
７６
（７１）

①
７９
（７６）

�経費節減

その他の
非製造業

ホテル
・旅館運輸業小売業卸売業建設業非製造業その他の

製造業

鉄鋼・金
属製品・
機械

木材・
木製品食料品製造業全産業（項 目）

（単位：％）

ホテル・旅館業（３５％）で３割台半ば±０�設備投資の抑制・先送り
（１９％）

食料品製造業（２３％）で１３ポイント上昇＋１�賃金抑制（２３％）

食料品製造業（３４％）、木材・木製品製造業（３３％）でウエイト大△４
生産・営業体制の拡大
（２３％）

卸売業（４５％）、小売業（４１％）で比較的高率△３�仕入・販売先の見直し
（３１％）

全業種で第１位。特に運輸業（９１％）、ホテル・旅館業（９０％）で高
率＋３�経費節減（７９％）

要 点前年比（項 目）

〈図表７〉経営上の対応策（上位５項目）の要点

経営上の対応策
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４

５

２３年度の設備投資について

〈図表９‐１〉設備投資について～実施企業（３２％）は前年より１ポイント上昇
（単位：％）

４４３７４９３５２７１６３０４１２７１３４５３４３１前年同時期実施企業

１５２４３２４３２６２９２９４０３１２３３４３２３０現在のところ、未定

３０４３９２８５１５４３９２４４４５０２６３６３８実施しない

５５３３５９２９２３１７３２３６２５２７４０３２３２実施する（実施した）

その他の
非製造業

ホテル
・旅館運輸業小売業卸売業建設業非製造業その他の

製造業

鉄鋼・金
属製品・
機械

木材・
木製品食料品製造業全産業（項 目）

〈図表９‐２〉設備投資増減見通し（実施企業３２％、１４５社）～「増額する」企業は３７％
（単位：％）

２４２５３０１９３６３２２７２２４０１７７２１２６減額する

３８２５４０２４２８４２３４４５５０３３５０４６３７同規模とする

３８５０３０５７３６２６３９３３１０５０４３３３３７前年度に比べ増額する

その他の
非製造業

ホテル
・旅館運輸業小売業卸売業建設業非製造業その他の

製造業

鉄鋼・金
属製品・
機械

木材・
木製品食料品製造業全産業（項 目）

〈図表１０‐１〉雇用の現状～非製造業（＋８）で過剰感が強い
（単位：％）

６△２１△６１３６６５３８３１３△２１２６前年同時期DI

９９△６６１６６８２８△８４△２３６雇用人員判断DI�－�

１３１０１２７５１４１０－２２５１１１１１１�不足

６５７１８２８０７４６６７２７２６４８６８０７５７２�適正

２２１９６１３２１２０１８２８１４９９１４１７�多い

その他の
非製造業

ホテル
・旅館運輸業小売業卸売業建設業非製造業その他の

製造業

鉄鋼・金
属製品・
機械

木材・
木製品食料品製造業全産業（項 目）

〈図表１０‐２〉今後１年間の従業員の増減見通し～ホテル・旅館業（△２８）などで人員抑制の動き
（単位：％）

５△６△９８△２△８△１△３△９△１３１３△２△１前年同時期DI

△７△２８△３１△２△３△５０１１０△２２△２雇用方針DI�－�

１６３３１２９１３１９１６１３１１２３１１１４１５�減少する

７５６２７９８１７６６５７３７４６７５４８０７０７２�変わらない

９５９１０１１１６１１１３２２２３９１６１３�増加する

その他の
非製造業

ホテル
・旅館運輸業小売業卸売業建設業非製造業その他の

製造業

鉄鋼・金
属製品・
機械

木材・
木製品食料品製造業全産業（項 目）

雇用について

特別調査
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道内企業の景況感は、震災や原発事故の影響などから３年ぶりに後退しました。今後は素

材価格の上昇なども懸念され、道内景気の回復時期については大半の企業が慎重な見方をし

ています。このような中、一部の企業からは、設備投資や人員増強により新しいビジネスモ

デルを構築し、激変する経営環境を乗り切りたい、という前向きな声も聞かれました。

以下に企業から寄せられました生の声を紹介いたします。

新たなビジネスモデルの構築がカギ
〈企業の生の声〉

経営のポイント

Ⅰ．道内景気の現状と先行きについて

＜製菓業＞

原油価格が上昇すると原材料や包材も値上

がりし、企業努力では吸収しきれない。ま

た、原発事故が収束しなければ、観光客の動

向に多大な影響が出るうえ、普段の消費行動

も控えめになる。

＜製材業＞

原発事故は、影響が出る範囲も期間も予想

できない。設備投資を控え、企業間信用を縮

小させながら、不測の事態に備える。

＜金属加工業＞

今春は大手企業が好決算だったため、設備

投資等が期待されていたが、震災発生により

不透明になってしまった。

＜機械製造業＞

円高が進むと、東南アジアや中国等への輸

出（大型プラント事業関連）に影響が出る。

＜鋳造品製造業＞

中国から原材料を輸入しているが、今後、

レアアースのように輸出規制や関税の引き上

げがあったとしても、すぐに製品価格に上乗

せできない。

＜金属部品製造業＞

震災の影響で資材不足による工事遅延が生

じ、資金繰りの悪化が懸念される。

＜建設業＞

原発事故が収まらないことには、景気動向

も定まらない。しかし、復興関連の仕事も発

生しているため、当社にとっては明るい材料

である。

＜建設業＞

TPPへの加入により外国の安価な資材が流

通すれば、低価格競争に拍車がかかり、中小

企業の経営は一層厳しくなる。

＜建設業＞

原発事故による風評被害の影響が大きい。

東南アジアやオーストラリアなど、海外から

の投資の早期回復が望まれる。

＜靴卸売業＞

生産地である中国のインフレにより、円高

にも関わらず仕入れ価格が上昇してきた。ま

た、中国国内の電力不足も顕在化しており、

これから生産が始まる秋冬商品の納期遅れが

懸念される。

― １０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年９月号
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＜電設資材卸売業＞

後継者のなり手がなく、やむを得ず廃業す

る同業者が目立ってきた。

＜観光ホテル＞

今後、消費税や電気料金の上昇が予想され

るが、そうなれば消費は冷え込み、先行きは

暗い。売上が下がっても利益が出せる企業体

質にしなければならない。

＜建設コンサルタント＞

公共工事の内容が、新規から保守・更新へ

とシフトしてきている。入札制度も指名競争

入札から公募型入札へと移行が加速し、低価

格化が懸念される。現在の国家財政からする

と、今後もこの流れはしばらく続く。

Ⅱ．経営上の対応策、設備投資、雇用につい

て

＜製菓業＞

必要な人材は積極的に採用すると同時に、

現従業員の配置転換も行い、社内を活性化さ

せる。

＜乳製品製造業＞

グループ会社全体での人員のやりくりや作

業手順の見直し等により、時間外労働は大幅

に減少した。

＜水産加工業＞

力仕事が多いため男性従業員が欲しいが、

長続きしない。女性のパート従業員の方が頼

りになる。

＜水産加工業＞

若年層の従業員不足にいつも悩んでいる。

中国人を雇用して対応しているが、いつまで

日本にいるか分からない。

＜建設業＞

民間工事だけなら現在の人員で足りるが、

公共工事は専任の技術者が必要となる。この

ため人件費が増加し、公共工事受注意欲の低

下につながる。

＜左官業＞

冬期間は仕事が少ないため、雇用は過剰に

なる。しかし、ワーキングシェアや雇用安定

助成金を活用し、雇用の維持に努める。

＜住宅建築＞

変化が激しい経営環境の中、絶えずビジネ

スモデルの再構築を行っているが、これに伴

う従業員の能力開発に時間を取られることが

多い。

＜靴卸売業＞

得意先からの厳しい品質管理の要求に応え

るため、新たな検査機器を導入し、コストア

ップにつながった。

＜事務機器販売＞

設備投資を行って、商品提案用のオフィス

を完成させた。今後は、カタログで説明する

より、来店客に実際に観てもらって商品をプ

レゼンできるような環境を作る。

経営のポイント
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＜メガネ店＞

同業者が不採算店舗を縮小させている中、

新たな設備投資には勇気がいる。しかし、ま

だ店舗網が充足しているとは考えていないた

め、増加の余地はある。

＜米穀店＞

比較的高齢な方を従業員として採用した

が、社会経験が豊富かつ順応性が高く、評価

している。

＜観光ホテル＞

お客様の満足度を下げずに、経費を節約し

利益を上げるためには、多能工型社員を育成

しなければならない。職を求めている人は多

いが、良い人材がなかなかいない。

＜都市ホテル＞

法律の改定が多すぎる。そのたびに施設の

追加整備が必要になり、経営を圧迫してい

る。

＜建設コンサルタント＞

大手との業務提携や、資格取得の促進によ

る技術力強化などにより、過当競争とは一線

を画した高付加価値サービスの提供を行う。

＜ソフトウェア開発＞

厳しい事業環境ではあるが、企業を大きく

するためには雇用の維持拡大が必要である。

経営のポイント
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― １３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年９月号

経営課題の解決に向けて

経営のアドバイス

中小企業は常に様々な経営課題に直面しています。近年の北海道経済は、公共投資の減少、民

間需要の回復の遅れ、個人消費の低迷や雇用状況の悪化など、厳しい状況が続いています。この

状況に３月１１日の震災による影響が加わり、景気の先行きに不透明感がより一層強くなることが

懸念されています。しかしながら、周りの環境を嘆いていても道内経済が元気を取り戻すことは

ありません。まして、それぞれの企業業績が自然と回復することは期待できません。やはり、

各々が業績回復に向けて自発的に行動を起こすよりないものと思われます。

そこで、日々経営課題と向き合っている皆さまに、財団法人北海道中小企業総合支援センター

の取り組みをご紹介いたします。各種取り組みの中から、中小企業の事業展開を後押しする「北

海道中小企業応援ファンド事業」と、農林漁業者等の６次産業化への取り組みをサポートする

「北海道６次産業化サポートセンター」を取り上げて説明します。皆さまが企業の成長戦略を考

える時の参考にしていただけますと幸いです。

はじめに、個別事業の説明に入る前に「北海道中小企業総合支援センターとは何か？」から説

明いたします。

１．財団法人北海道中小企業総合支援センターとは

北海道中小企業総合支援センターは、北海道における産業支援機関の中心的な役割を担い、各

機関との連携を図りながら国や北海道の中小企業施策の実施を通じて、中小企業が抱える様々な

経営課題の解決に向けた支援・助言を行っています。加えて、中小企業支援法に基づく都道府県

等中小企業支援センターに指定されている財団法人です。また、専門の相談員を配置した総合相

談窓口では、ビジネスプランの作成や各種専門分野の相談に対するアドバイス、支援施策の紹介

を行っています。

北海道中小企業総合支援センターは２つの局を構成する４部署から成り、各部の事業内容は次

の通りです。

■政策局 … �政策管理部 企画・調整、総務・経理、広報・情報管理、道内３支所の運営管理、地域企業

情報発信事業、北大BS支援業務、道内中小企業経営環境実態分析調査委託事

業

�経営支援部 コーディネート全般、地域資源活用型ハンズオン支援事業、総合相談窓口、専

門家派遣、高度化・財務診断、特別診断

■振興局 … �産業育成部 中小企業競争力強化促進事業、北海道中小企業応援ファンド事業、研究開発・

人材育成・マーケティング支援、地域資源活用型新産業創出・創業支援、産業

クラスター形成促進支援

�企業振興部 設備貸与（割賦・リース）、設備資金貸付、取引あっせん・商談会、ビジネス

マッチング、下請かけこみ寺事業

次に、これら業務の中から北海道中小企業応援ファンド事業を例に新商品・新サービス開発へ

の支援制度について説明します。

財団法人北海道中小企業総合支援センター
吉岡 孝則産業育成部 参事

（北洋銀行より出向）
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経営のアドバイス

― １４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年９月号

…………………………………………………………………………………………………………

１０００万円以内
２／３以内

道内で生産・供給される商品・サービスの改良、
新商品・新サービスの開発から販路開拓、PR戦
略の確立等の北海道ブランド化に向けた一連の取
組に要する経費に対する助成

道内の産
業支援機
関と中小
企業者に
よる共同
事業

ブランド化促
進支援事業

産業クラス
ター形成促進
事業

３００万円以内
２／３以内

開発した商品やサービスの質の向上を図ることで
市場適応能力を高めるなど、事業化を軌道に乗せ
るための一連の取組に要する経費に対する助成

市場適応能力
高度化促進支
援事業

２００万円以内
２／３以内

地域における新事業展開等のアイディアをビジネ
スプラン段階にレベルアップするために必要な小
規模な試作・開発やテスト事業等の試行に要する
経費に対する助成

事業シーズ可
能性拡大支援
事業

１００万円以内
２／３以内

道内に主たる事業所を設けて新規に事業を開始することに
伴う新商品・新サービスの開発や販路開拓等の取組に要す
る経費に対する助成

加速的創業促進支援事業

５００万円以内
２／３以内

１次産業団体、商工団体等で構成される団体等（※１）が
行う地域ブランド化に向けた戦略の策定から販路拡大の一
連の取り組みに要する経費に対する助成

地域ブランド
販路拡大支援
事業

地域資源活用
型新産業創出
支援事業

３００万円以内
２／３以内

地域資源を活用した新商品・新サービスの開発から販路開
拓までの事業化実現に向けた一連の取組に要する経費に対
する助成

地域資源活用
型事業化実現
事業

５００万円以内
（市場調査に要する
経費は２００万円以内）
２／３以内
（市場調査に要する
経費は１／２以内）

新たに加工組立型工業の事業者との取引の拡大を目指す加
工組立型工業及び基盤技術産業の中小企業者等が行う製品
開発及びこれらに伴う市場調査等に要する経費に対する助
成（市場調査等のみを行う場合を除く。）

市場対応型製
品開発支援事
業

中小企業競争
力強化促進事
業 新分野・新市場進出等を目指した食品工業の中小企業者等

が行う製品開発及びこれらに伴う市場調査等に要する経費
に対する助成（市場調査等のみを行う場合を除く。）

２００万円以内
１／２以内新たに加工組立型工業の事業者との取引の拡大を目指す加

工組立型工業及び基盤技術産業の中小企業者等が、原価の
引下げ、生産管理の合理化等を図るために行う専門コンサ
ルタントの招へいに要する経費に対する助成

アドバイザー
等招へい支援
事業

新分野・新市場進出等を目指す食品工業の中小企業者等
が、原価の引下げ、生産管理の合理化等を図るために行う
専門コンサルタントの招へいに要する経費に対する助成

助成条件事業内容事業名

２．北海道中小企業応援ファンド事業とは

北海道中小企業応援ファンドは、（独）中小企業基盤整備機構、北海道、北洋銀行等の道内金

融機関、及び、産業支援機関が資金を拠出して組成したファンドです。このファンドの運用益を

活用して、道内における新たな産業の創出や事業化に向けた支援を目的として北海道中小企業総

合支援センターがこのファンドの運営管理を行っています。

北海道中小企業応援ファンドにて公募する事業及び事業規模は次の通りです。次回募集は、平

成２３年９月１日から９月３０日までを予定しています。

公募する事業及び事業規模

※ 対象者や諸条件などの詳細については、当センターホームページをご参照ください。
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経営のアドバイス

― １５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年９月号

（※１）１次産業団体、商工団体等で構成される団体等とは次のいずれかを指します。
�北海道産業団体協議会、�商工会、�商工会議所、�中小企業等協同組合、�漁業協同組合、漁業生産組合及び水産
加工業協同組合、�農業協同組合及び農事組合法人、�森林組合及び生産森林組合、	地域ブランド化の推進や地域産
品の販路拡大に係る取り組みを支援する事業を行う団体、機関

企業にとって新商品開発や新サービス開発は、様々な障害やリスクを伴います。これらのリス

クを減らしながら、自社にとっての次なる成長の芽を育てるために、北海道中小企業応援ファン

ドの活用を考えてみては如何でしょうか。

例えば、ある企業は、「アドバイザー等招へい支援事業」を利用して外部コンサルタントを招

き、社内の業務・環境改善に取り組んでいます。結果として、社内の意識改革が進むことで、取

引先からの評価向上につながっています。他の企業では、「地域資源活用型事業化実現事業」を

利用して、今まで活用しきれていなかった地元食材による新商品開発を行い、新たな販路拡大に

つなげています。

これらのように、社内に解決したい課題がある時、新たなアイディアを試したい時など、北海

道中小企業応援ファンドがお役に立つ場面は色々あります。皆さまの経営課題の解決を助ける便

利な選択肢です。

３．北海道６次産業化サポートセンターとは

６次産業とは、農業や水産業など（第一次産業）が食品加工（第二次産業）・流通販売（第三次

産業）にも業務展開している経営形態を指し、このような経営の多角化を６次産業化と呼んでい
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経営のアドバイス

― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年９月号

ます。

北海道が食品産業の振興を重点施策に掲げる中で、６次産業化法が昨年施行され、農林漁業者

等による加工・販売分野への進出をはじめとした様々な取り組みが行われています。

北海道中小企業総合支援センターは、農林水産省北海道農政事務所の委託を受けて、平成２３年

度「６次産業総合推進委託事業」を実施しています。

本事業を通じて、道内の農林漁業者等の６次産業化に向けた取り組みに対して、６次産業化プ

ランナーやサポート人材（専門家）を派遣し、計画づくりや新商品開発・販路拡大等を総合的に

サポートします。

北海道が他地域に比べて優位性を持つと言われる「食産業」を始めとした農林水産業を活気付

けていくために前ページの図に示した推進体制により事業に取り組んでいます。

４．むすび

北海道経済の先行きは確かに厳しい状況です。しかしながら、北海道は「食」「観光」などのよ

うに他地域に比べて強みを持つと言われている分野があり、力強い産業が育つ可能性を秘めてい

ます。

一方で、中小企業が単独で新しいことに挑戦するには多大な努力を求められます。そんな時、

当センターに相談してみては如何でしょうか。エベレストの単独登頂は困難でも、サポーターが

いるとエベレストも案外簡単に登れるかもしれません。

また、北海道中小企業総合支援センターと北洋銀行は、平成２３年６月２４日に連携協定を締結し

ました。この連携協定を通じて北海道中小企業総合支援センターの持つ総合的な経営相談・経営

指導機能、北洋銀行が持つ幅広い顧客網、金融面に関するノウハウやツールなど、両者の強みを

活かすべく連携・協力して参ります。

道内企業が抱える経営課題の解決、経営基盤の強化、新事業の創出などのサポートを今まで以

上に強化し、北海道内の中小企業が元気になれるように皆さまと一緒に汗をかいて参ります。ぜ

ひ、気軽に当センターに相談していただけますと幸いです。

その他の支援制度等について詳しくはホームページをご覧ください。

北海道中小企業総合支援センター http : //www.hsc.or.jp/
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■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

経済産業省、北海道経済産業局資料

４．０p１００．８△３．２p８５．７△１．５p９４．６０．９p１００．４△１．６p９２．７△０．６p９２．９６月
７．７r１０３．７０．７８９．３△８．０８７．２△４．１９２．６△５．５r ８９．２△５．４８７．２５月
３．３９８．２１．６９０．８△１６．１８２．８１．５９８．７△１３．６８４．０△０．２９４．０４月
３．５９７．７１．９９０．４△１２．１８５．０△１．２９６．１△１３．１８２．７△１．１９１．９３月
６．９１０２．０△２．６８８．４３．６９９．５０．２９８．８２．９９７．９２．６９７．４２月
７．０１００．５△５．９８７．６３．２９６．３△２．０９５．９４．６９６．２１．９９６．９２３年 １月
３．８９６．７△３．０８９．７５．９９７．１△０．１９５．９５．９９６．２△０．１９３．３１２月
２．０９５．２△５．１８９．２８．７９５．９２．８９６．４７．０９３．９２．４９３．７１１月
３．９９６．８△３．５８９．４４．４９３．２△０．６９４．２５．０９２．４△０．９９０．６１０月
３．５９７．３△３．７９０．４１２．９９５．５４．５９５．９１２．１９３．７５．７９４．４９月
２．５９７．１△５．１８９．７１５．８９５．７６．３９６．５１５．５９４．５５．９９３．１８月
１．３９６．７△６．１８９．１１４．７９６．０５．４９５．９１４．６９４．６６．４９３．４７月
１．２９６．９△１０．０８８．５１７．６９６．０１４．３９９．５１６．６９４．３８．２９３．５２２年 ６月
４．０p１００．８△３．２p８５．７△８．３p８８．２△０．５p９７．２△６．８８８．６△２．０p９１．４４～６月
３．５９７．７１．９９０．４△２．６９３．６△１．０９６．９△２．５９２．３１．１９５．４２３年１～３月
３．８９６．７△３．０８９．７６．４９５．４０．７９５．５５．９９４．２０．５９２．５１０～１２月
３．５９７．３△３．７９０．４１４．４９５．７５．５９６．１１４．０９４．３６．１９３．６７～９月
１．２９６．９△１０．０８８．５２１．７９６．５１２．７９７．８２１．３９５．３８．５９３．３２２年４～６月
３．５r ９２．６１．９９２．５９．３９５．２４．１９６．５８．９９３．８３．９９３．６２２年度

△６．１８９．５△１１．４９０．８△８．３８７．１△５．６９２．７△８．８８６．１△６．２９０．１２１年度
△５．２９５．３△２．４１０２．５△１２．６９５．０△５．８９８．２△１２．７９４．４△７．８９６．１２０年度
１．９１００．５△０．３１０５．０３．２１０８．７△０．５１０４．２２．７１０８．１０．３１０４．２１９年度

前 年 同
月比（％）１７年＝１００前 年 同

月比（％）１７年＝１００前 年 同
月比（％）１７年＝１００前 年 同

月比（％）１７年＝１００前 年 同
月比（％）１７年＝１００前 年 同

月比（％）１７年＝１００

年月 全国北海道全国北海道全国北海道
在庫指数出荷指数生産指数

鉱工業指数

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

経済産業省、北海道経済産業局資料

△０．７p １０，６８４△２．２p ５９，７２２０．１p ５，３４８△４．１p １６，４９６△０．５p １６，０３３△２．６p ７６，２１８６月
△２．４r １０，５４３△２．０６０，３９３△２．６５，２３１△３．９１６，４８８△２．５r １５，７７４△２．５r ７６，８８１５月
△１．９１０，５０９△０．９６０，７７５△１．８５，１４８△２．４１６，８７０△１．９１５，６５７△１．３７７，６４５４月
△３．０１０，１１３０．８６１，７４６△１５．０５，００２△９．７１７，８２９△７．５１５，１１５△２．０７９，５７５３月
０．４９，７５９０．５５４，３９８０．６４，７１０△１．４１５，９３６０．５１４，４６９０．０７０，３３４２月

△０．４１１，３８２△０．９５９，８９１△１．１６，０２４△５．６１９，０５７△０．７１７，４０６△２．２７８，９４８２３年 １月
△１．８１２，９５４△０．９７７，７３５△１．５７，８３９△３．９２５，５１５△１．７２０，７９３△１．７１０３，２５０１２月
０．５１０，６０８△１．７５８，３４８△０．４６，０２６△４．９１８，０４３０．１１６，６３４△２．５７６，３９０１１月
０．３１０，５７５０．９５９，３０００．６５，５５６△１．３１８，１７９０．４１６，１３１０．３７７，４７８１０月
０．１１０，２４００．５５６，０６１△５．０４，８５８△３．６１６，８５７△１．７１５，０９８△０．５７２，９１８９月

△１．３１１，１１０△１．５６１，２０８△３．０４，７４３△２．５１６，２８７△１．８１５，８５３△１．７７７，４９５８月
△１．２１１，００６△０．７６０，０５４△１．４６，５１３△１．５２０，２４２△１．３１７，５１９△０．９８０，２９６７月
△１．６１０，２７２０．３５５，１２６△５．７５，３６２△０．９１７，２７３△３．１１５，６３４０．０７２，３９９２２年 ６月
△１．７p ３１，７３７△１．７p１８０，８９０△１．４p １５，７２７△３．５p ４９，８５４△１．６p ４７，４６３△２．１p２３０，７４４４～６月
△１．０３１，２５４０．１１７６，０３５△５．５１５，７３６△５．８５２，８２３△２．６４６，９９０△１．４２２８，８５７２３年１～３月
△０．５３４，１３７△０．６１９５，３８２△０．６１９，４２１△３．４６１，７３６△０．５５３，５５８△１．３２５７，１１８１０～１２月
△０．８３２，３５６△０．６１７７，３２３△３．０１６，１１４△２．５５３，３８６△１．６４８，４７０△１．１２３０，７０９７～９月
△３．４３０，７６１△１．３１６６，３２６△３．８１５，９９７△０．１５２，２８８△３．５４６，７５８△１．０２１８，６１４２２年４～６月
△１．４１２８，５０９△０．６７１５，０６７△３．１６７，２６７△３．０２２０，２３３△２．０１９５，７７６△１．２９３５，２９９２２年度
△５．１１２５，１３１△３．３６７４，７６９△８．６７０，５４４△４．６２４６，０８６△６．４１９５，６７５△３．６９２０，８５５２１年度
△２．５１２８，１４７△５．２６５０，４０４△６．７７８，４４２△６．５２８３，３１７△４．２２０６，５８９△５．６９３３，７２０２０年度
△１．１１２８，２３８△２．１６４５，０２２△０．８８４，２８７△３．５３０９，９４７△１．０２１２，５２５△２．６９５４，９７０１９年度

前 年 同
月比（％）億円前 年 同

月比（％）百万円前 年 同
月比（％）億円前 年 同

月比（％）百万円前 年 同
月比（％）億円前 年 同

月比（％）百万円

年月 全国北海道全国北海道全国北海道
スーパー百貨店大型店計

大型小売店販売額

主要経済指標（１）

― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年９月号
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■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

日本経済新聞社日本銀行総務省経済産業省、北海道経済産業局資料

９，８１６８０．５１０．２９９．９１．０１００．６８．３７，４１９４．８４０，０６４６月
９，６９４８１．２３０．３１００．０１．０１００．５５．１７，１９２４．５３８，６３５５月
９，８５０８３．３５０．３９９．９１．３１００．４１．０６，６３０１．５３５，３８２４月
９，７５５８１．７９０．０９９．６０．８１００．１７．２７，１１６５．４３７，３０２３月
１０，６２４８２．５３０．０９９．３０．７９９．８５．９６，２６８４．７３３，３８４２月
１０，２３８８２．６３０．０９９．４０．６９９．７４．５６，６３８３．８３５，８２８２３年 １月
１０，２２９８３．４１０．０９９．６０．５９９．９２．８７，２６７１．８３９，６７４１２月
９，９３７８２．４８０．１９９．９０．４９９．７０．７６，６２００．０３５，６４７１１月
９，２０２８１．８７０．２１００．２０．４９９．９△６．０６，５１５△７．３３５，１１５１０月
９，３６９８４．３８△０．６９９．８０．０９９．６１２．２７，６１０１２．３４２，０１１９月
８，８２４８５．４７△０．９９９．５△０．３９９．１０．７７，４２７１．１４１，４５３８月
９，５３７８７．７２△０．９９９．２△０．３９８．９０．３７，３６３１．２３９，９４０７月
９，３８３９０．９２△０．７９９．７△０．１９９．６△１．４６，６９２１．４３７，４３８２２年 ６月
９，８１６８１．７００．３９９．９１．１１００．５４．９２１，２４２３．６１１４，０８１４～６月
９，７５５８２．３２０．０９９．４０．７９９．９５．９２０，０２２４．７１０６，５１４２３年１～３月
１０，２２９８２．５８０．１９９．９０．４９９．８△０．９２０，４０２△１．８１１０，４３６１０～１２月
９，３６９８５．８６△０．８９９．５△０．２９９．２４．２２２，４００４．７１２３，４０４７～９月
９，３８３９０．０１△０．９９９．７△０．４９９．４△３．０１９，８３３△１．２１０７，５９７２２年４～６月
９，７５５８５．６９△０．４９９．６０．１９９．６１．５８２，６５７１．６４４７，９５１２２年度
１１，０９０９２．８０△１．６１００．０△３．０９９．５△４．２７９，３８３△１．４４３０，９２２２１年度
８，１１０１００．４６１．１１０１．７１．４１０２．５５．４８０，５５６４．８４３０，６２４２０年度
１２，５２６１１４．２００．３１００．６０．６１０１．１△０．９７５，１６１△１．６４０８，２９２１９年度

円
月（期）末円／ドル前 年 同

月比（％）１７年＝１００前 年 同
月比（％）１７年＝１００前 年 同

月比（％）億円前 年 同
月比（％）百万円

年月

日経
平均
株価

円相場
（東京市場）

全国北海道全国北海道

消費者物価指数（総合）コンビニエンス・ストア販売額

�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会資料

△２１．９２９４，６９３△８．９３，８５９△０．６６，６１５△２２．４３，９２２△９．７１４，３９６６月
△３３．３２００，４６０△２７．８２，７６３△４０．３３，０６３△４３．９２，２７１△３７．７８，０９７５月
△４８．５１５３，５２９△４３．０２，２９４△４９．５３，２８３△５３．０２，００６△４８．７７，５８３４月
△３７．４３６３，５７３△２８．４４，６７１△２９．１６，７８８△４０．５４，８２０△３２．７１６，２７９３月
△１３．８３４１，０３４△１．１３，６９７△１０．０４，３１５△２４．０３，１７４△１２．０１１，１８６２月
△１９．０２５９，０７９△８．８２，７５３△１１．１３，４８８△３０．１２，３３４△１６．６８，５７５２３年 １月
△２５．５２３９，６５６△９．７２，３５０△２６．８２，８４３△３１．８２，３７８△２４．１７，５７１１２月
△２９．８２５８，７３２△２３．９２，６４４△２６．５３，８４１△２０．７３，０５０△２４．０９，５３５１１月
△２５．９２５１，４９３△１０．５３，１３１△２８．２３，５９０△２９．５２，７７０△２３．６９，４９１１０月
△３．２４００，６６３６．５４，５０３△１４．４５，２８０２．６５，１３１△３．１１４，９１４９月
４０．１３６９，２１０１４．３３，６３０５１．５５，８７２４５．１４，１７４３７．７１３，６７６８月
１２．９４２０，５９３１１．３４，２１１△０．８８，１６４２１．６５，３９０８．０１７，７６５７月
１８．１３７７，１６２８．６４，２３６６．６６，６５３２６．６５，０５６１２．８１５，９４５２２年 ６月
△３３．６６４８，６８２△２６．３８，９１６△２９．１１２，９６１△３８．７８，１９９△３１．２３０，０７６４～６月
△２５．６９６３，６８６△１６．３１１，１２１△２０．３１４，５９１△３３．９１０，３２８△２３．６３６，０４０２３年１～３月
△２７．２７４９，８８１△１５．１８，１２５△２７．２１０，２７４△２７．２８，１９８△２３．９２６，５９７１０～１２月
４．６１，０９８，５１５１０．３１２，３４４５．７１９，３１６１９．４１４，６９５１１．０４６，３５５７～９月
２２．０９７６，２３３１２．２１２，０９０１７．６１８，２８１３５．１１３，３７１２０．８４３，７４２２２年４～６月
△９．３３，７８８，３１５△２．５４３，６８０△５．７６２，４６２△５．１４６，５９２△４．６１５２，７３４２２年度
６．８４，１７５，４５７△５．６４４，８１５４．３６６，２２３２５．４４９，０７８６．７１６０，１１６２１年度

△１１．０３，９０８，８８０△３．４４７，４８８△１１．３６３，４９０△１９．２３９，１４５△１１．２１５０，１２３２０年度
△３．７４，３９０，３４４△１０．８４９，１５２△７．５７１，５５７１０．６４８，４４０△４．１１６９，１４９１９年度

前年同月比（％）台前年同月比（％）台前年同月比（％）台前年同月比（％）台前年同月比（％）台

年月
普・小・軽・計軽乗用車小型車普通車合計
全国北海道

乗用車新車登録台数

主要経済指標（２）

― １８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年９月号
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■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

内閣府北海道建設業信用保証�国土交通省資料

１７．９８，９０５△３．４９，９８４△４．６７５，０３２５．８７２７１１．０３，３０９６月
１０．５６，３５６△１４．１６，３５５２１．９７３，３１３６．４６３７１３．８２，７４８５月
△０．２６，５９０△１１．２１１，７９７△１４．４１１８，１６１０．３６６８５．１２，６７６４月
９．１１１，３９０△３．５１２，９４２２５．０１２８，２１２△２．４６３４△９．４２，１６０３月
１１．５６，５４３４．２６，０３４△１０．５１６，９１３１０．１６２３３０．８１，７９７２月
５．６５，５９７△９．９５，２１８８９．４１７，９５５２．７６６７６１．２１，９５０２３年 １月

△０．６７，２３５△１８．１７，０９０１４．７３４，９９７７．５７４５△５．２２，４００１２月
１２．９５，８７４△６．３７，９１２△２２．７３９，３９４６．８７２８△１５．０２，６１３１１月
６．９６，０６８△１８．１１０，３６７△３９．８５５，５０６６．４７１４６．８２，７８７１０月
４．１８，８４９△１８．８１１，６２０△３０．０６９，５８５１７．７７２０７．８２，５０７９月
２５．５６，６７８△８．４９，２１６△２３．３７３，８３１２０．５７２０２１．１２，９４１８月
１７．７６，３３６△８．８１１，４１０△１２．０１０６，２３０４．３６８８２３．６２，８２５７月
３．９７，５５６△５．８１０，３３８△２３．６７８，６４８０．６６８７３．２２，９８０２２年 ６月
９．８２１，８５２△９．３２８，１３６△３．７２６６，５０６４．１２，０３２１０．０８，７３３４～６月
８．９２３，５３０△３．２２４，１９４２４．５１６３，０８０３．２１，９２４１８．９５，９０７２３年１～３月
５．６１９，１７７△１４．８２５，３６９△２５．２１２９，８９７６．９２，１８７△５．１７，８００１０～１２月
１３．９２１，８６３△１２．６３２，２４６△２１．１２４９，６４６１３．８２，１２８１７．５８，２７３７～９月
７．９１９，９１０△３．５３１，０１８△１２．６２７６，８１７△１．１１，９５２７．４７，９４２２２年４～６月
９．１８４，４８０△８．８１１２，８２７△１２．６８１９，４４０５．６８，１９０８．４２９，９２２２２年度

△２０．４７７，４０５４．９１２３，７７６９．３９３７，６６５△２５．４７，７５３△２３．４２７，６１６２１年度
△１３．１９７，２２１０．１１１７，９５１△２．９８５８，０８２０．３１０，３９２△１５．０３６，０５０２０年度
△３．８１１１，８４１△４．１１１７，８１８△８．１８８３，６４４△１９．４１０，３５６△１５．１４２，３９７１９年度

前 年 同
月比（％）億 円前 年 同

月比（％）億円前 年 同
月比（％）百万円前 年 同

月比（％）百 戸前 年 同
月比（％）戸

年月 全国全国北海道全国北海道

機械受注実績公共工事請負金額新設住宅着工戸数

■北海道の年度は暦年
値。

■年度および四半期の
数値は月平均値。

�東京商工リサーチ総務省厚生労働省
北海道労働局北海道観光振興機構資料

１．４１，１６５３．０３４４．７↓０．５１０．４０△１６．２８４７６月
４．８１，０７１５．７３７４．６５．９０．５００．３８△１９．５７４５５月

△６．７１，０７６１５．６５２４．９↑０．５２０．４０△２５．３５６２４月
△９．９１，１８３２５．０４５４．９↓０．６００．４４△２７．６６６０３月
△９．４９８７１７．１４１４．６５．３０．６１０．４４△１．４８１０２月
△２．０１，０４１２．６３９４．７↑０．５９０．４２△１．１７８２２３年 １月
△２．９１，１０２△４．８４０４．６↓０．５６０．４２△３．０８１２１２月
△６．２１，０６１５．７３７４．８５．１０．５５０．４４△４．７８０８１１月
△９．９１，１３６△２３．１３０５．０↑０．５４０．４５△０．３１，００５１０月
△４．５１，１０２４６．２３８５．１↓０．５２０．４３△６．１１，１５２９月
△１４．２１，０６４△２０．９３４５．１５．００．４９０．４１△０．５１，３１６８月
△２３．０１，０６６０．０３９５．０↑０．４５０．３８０．８１，１３８７月
△１９．２１，１４８△４０．０３３５．２↓０．４３０．３７０．４１，０１１２２年 ６月
△０．３３，３１２８．８１２３４．７５．９０．５１０．３９△１９．９２，１５３４～６月
△７．４３，２１１１４．７１２５４．７５．３０．６００．４３△１０．８２，２５２２３年１～３月
△６．５３，２９９△７．８１０７４．８５．１０．５５０．４４△２．５２，６２５１０～１２月
△１４．５３，２３２２．８１１１５．１５．００．４９０．４１△２．０３，６０６７～９月
△１６．０３，３２３△２７．６１１３５．３５．５０．４２０．３６１．７２，６８８２２年４～６月
△１１．３１３，０６５△６．７４５６５．０５．２０．５１０．４１△３．２１１，１７１２２年度
△８．８１４，７３２△３４．０４８９５．２５．２０．４２０．３５△５．８１１，５３９２１年度
１２．４１６，１４６２１．５７４１４．１５．００．７４０．４３△４．４１２，２５３２０年度
７．７１４，３６６１１．７６１０３．８５．２０．９７０．５１△２．０１２，８１７１９年度

前 年 同
月比（％）件前 年 同

月比（％）件原数値
倍
原数値

前 年 同
月比（％）千人

年月
％

全国北海道全国北海道全国北海道北海道

企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）完全失業率（常用）来道客数 有効求人倍率

主要経済指標（３）

― １９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年９月号
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■「p」は速報値、「r」は修正値。

財務省、函館税関資料

９．８５７，０６９３．２p１００，２０９△１．６５７，７５６△１８．３p ２３，７０５６月
１２．４r ５６，１７３５９．４r １３８，９５２△１０．３４７，６００５２．０３６，３０２５月
９．０５６，２４３１９．７１３３，６４０△１２．４５１，５６６１１．１３２，５０８４月
１２．０５６，７４９２７．２１２３，２１７△２．３５８，６１２１３．７３３，３４１３月
１０．０４９，３８７３２．５１２２，２３０９．０５５，８９０△２２．０２５，９３８２月
１２．２５４，４９７２１．７１１５，４３１１．４４９，７０３２１．５２６，９７６２３年 １月
１０．７５３，９２４１７．９１１３，５００１２．９６１，１２０３０．６３５，１７３１２月
１４．３５２，８２２１１．９９０，３６８９．１５４，３９８△１３．２２４，２７１１１月
８．９４９，０９９２．６９０，６３０７．８５７，２２５２．１３０，６５５１０月
１０．３５０，６５３８．４１００，７８８１４．３５８，３９６△２３．１２８，６７７９月
１８．４５１，４６０７．０７７，６６６１５．５５２，０９８△２．６２２，１５５８月
１６．１５１，９７３４４．０９８，３７６２３．５５９，８１９△９．２３２，９１９７月
２６．５５１，９６７７１．１９７，１０６２７．７５８，６７２６４．４２９，０１２２２年 ６月
１０．４１６９，４８５２６．０p３７２，８０１△８．０１５６，９２２１２．６９２，５１５４～６月
１１．４１６０，６３３２７．１３６０，８７８２．４１６４，２０５１．７８６，２５５２３年１～３月
１１．３１５５，８４５１１．０２９４，４９８１０．０１７２，７４３６．１９０，０９９１０～１２月
１４．９１５４，０８６１８．３２７６，８３０１７．８１７０，３１３△１３．０８３，７５１７～９月
２８．１１５３，５６７５２．２２９５，９３４３３．２１７０，６５６４５．１８２，１５２２２年４～６月
１６．０６２４，１３１２５．６１，２２８，１４０１４．９６７７，９１７６．１３４２，２５７２２年度
△２５．２５３８，２０９△３７．０９７７，６６３△１７．１５９０，０７９△１４．５３２２，６４２２１年度
△４．１７１９，１０４１１．９１，５５２，４４９△１６．４７１１，４５６△１．１３７７，１５４２０年度
９．５７４９，５８１９．８１，３８７，５９２９．９８５１，１３４１７．５３８１，４４７１９年度

前年同月
比（％）億円前年同月

比（％）百万円前年同月
比（％）億円前年同月

比（％）百万円

年月 全国北海道全国北海道
輸入輸出

通関実績

日本銀行資料

△０．３４，０８２，２２３０．４９０，５７３２．６５，９４９，８２８１．９１３７，４６６６月
△０．４４，０７２，７４８０．０９１，３０９２．８５，９５８，００８１．６１３６，６７７５月
△０．２４，０９５，７２８０．５９２，９３６３．０５，９５２，４４４２．４１３７，８２０４月
△０．６４，１３７，９１１０．３９２，９８６３．０５，９７２，６６５２．３１３８，０１４３月
△１．８４，０６４，４６７△０．３９１，７０１２．２５，８０６，２０８０．９１３４，３７５２月
△１．８４，０６４，８５７△０．５９１，５６５１．８５，７６２，０２１１．２１３３，９９３２３年 １月
△１．８４，０９３，０６６△０．１９２，１６５１．７５，７６７，０７８１．６１３６，０２２１２月
△１．８４，０６０，２７２△０．２９１，１２３１．９５，７５８，６３５１．９１３４，５５１１１月
△１．９４，０６７，７０６０．２９１，４５８２．４５，７３０，２４５１．４１３３，７４１１０月
△１．５４，１０４，３５２０．５９１，６０１２．４５，７７５，２２９２．１１３４，１４５９月
△１．７４，０６７，４７１０．３９０，４２４２．３５，７４０，８６８２．１１３３，９５７８月
△１．６４，０８５，７５２０．４９０，４６１１．９５，７３５，４３７２．５１３４，００１７月
△１．６４，０９４，４２９０．３９０，２２５２．０５，７９９，５８０１．８１３４，９１１２２年 ６月
△０．３４，０８２，２２３０．４９０，５７３２．６５，９４９，８２８１．９１３７，４６６４～６月
△０．６４，１３７，９１１０．３９２，９８６３．０５，９７２，６６５２．３１３８，０１４２３年１～３月
△１．８４，０９３，０６６△０．１９２，１６５１．７５，７６７，０７８１．６１３６，０２２１０～１２月
△１．５４，１０４，３５２０．５９１，６０１２．４５，７７５，２２９２．１１３４，１４５７～９月
△１．６４，０９４，４２９０．３９０，２２５２．０５，７９９，５８０１．８１３４，９１１２２年４～６月
△０．６４，１３７，９１１０．３９２，９８６３．０５，９７２，６６５２．３１３８，０１４２２年度
△１．４４，１６１，６９７１．９９２，７４６２．６５，７９６，０７８３．９１３４，９７０２１年度
４．３４，２２２，５９３２．３９１，０５６２．６５，６４７，０１９２．０１２９，９５１２０年度
１．４４，０４８，８９４０．８８８，９６６２．７５，５０２，１３７１．５１２７，３４２１９年度

前年同月
比（％）億円前年同月

比（％）億円前年同月
比（％）億円前年同月

比（％）億円

年月 全国北海道全国北海道
貸出預金

預貸金（国内銀行）

主要経済指標（４）

― ２０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年９月号
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●道内経済の動き 

●道内景気の現状と先行きについて 

●経営課題の解決に向けて 
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